




















































































































































































































































































































































管　　　　理 目標の設定、計画化、組織化、活動のコントロール G．F．　Lombardそして、環境と組織の関係において中心的役割を果 W．H．　Newmanサブシステム 　　　　　　　　　　　　　　　　、ｷ。 ．J・D・Thompson
（REKast　and　J．　E．　Rosenzweig　eds．，　Co塘π8ω勿ッ『Views　qプOrganization　and　Mana8ement，
Chicago：Science　Resea「ch　Associates，　Inc・，1973，　PP．23－25．’より作成）。
ブローチは、組織をオープな、社会技術システムとみなし、主要なサブシステムすべてとそれらの相
互作用を考慮しているのである。このように、組識は社会のサブシステムとして、上位システムの制
限内でその目標を達成しなけれぽならないのである10）。
　4．コンティンジェンジーの視点
　システムズ概念は、組織あるいは管理のための単純な所説を排除したのであった。システムズ・ア
プローチは、社会組織研究ヘマクロ的パラダイムを提供してくれた。しかし、それは生物のシステ
ム、自然システムそして社会システムすべてに適切な包括的概念を展開しようとしたため、高度に抽
象的となっているのである。伝統的官僚制理論は、第一に組織のマクロ的視点をあたえ、経営管理論
はすべての組織に適用可能なマクロ的管理原則を発展させることに集中していた。そして、そのマク
ロ的な考えが重要な現象を説明できなかったり、不完全であったとき、関心はミクロ・レベルー人
間関係、技術あるいは構造という組織の構成要素のより詳細な分析一に向けられたのであった。
　現在、研究は修正されたミクロ分析へと移向している。そうすることによって、その研究はよりオ
ペレーショナルな事柄やより特定の中範囲概念をあつかえるであろう。この分析の中範囲レベルこそ
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コソティソジェソシー的視点であるとKast＝Rosenzweigは述べている。すなわち、コソティソジェ
ソシー的視点は、（1）組織とマネジメントの普遍的原則が存在するという見解と、（2）各組織は独自のも
のであり、それぞれの状況は、分けて分析されなけれぽならない’とする見解の中間に位置している。
こ．の意味において、いわゆる、コソティソジェシー・アプローチはまさにMertonの言う中範囲理
論なのである1D。
　コソティンジェンシー的見解は、システムズ概念を基礎としているが、より具体的であり、サフシ
ス弘間における翻係のパターソと同様、社会繊のよ嚇定の特微を翻している・その本質
は、騰化するそして鯉する・とに唯一鰭の方灘ないというと・うにあるのである・すなわ
ち、分櫛・難よりも良いという必然性存まないし、官僚制はすべて悪いわけでセよないのである・端的
に言えぽ、すべては多くの相互関連する内部そして外部変数に依存しているのである。すなわち
Kast＝Rosenzweigによれぽ、このような過程は、特定の状況における組織の多様性に適応可能な理
論の発展We対する基礎であり、まさに・ソテ・ソジ・〃一的見解の本質なのである・以上・Kast＝
Rosenzweigの経営管理論の発展の推移を追ってきたが、これらは図IV－2によってまとめて示され
る。
　　　　　　　　図N－2　システムズ概念とコンジェソシー的見解への組織論・管理論の発展
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［盤齢
（出所）F．E．　Kas・。nd　J。　E．　R・・e・・w・ig，　O・gani・a・i・n　and　Manag・ment　：　A　Systems　and　C°nti”gency
　　　ApPr。a，h，3・d・d，，　N・w　Y・rk・M・G・aw－Hill・1・…1979・P・117・
注1）Kast＝Rosenzweigは、システムを「二つかそれ以上の相互依存する部分、構成要素、或いは、サフシ
　　ステムからなり、環境上位システムから明確化できる境界によって輪郭を描かれる組織化された、統一的
　　全体」であると定義している（F．E．　Kast　and　J．　E．　Rosenzweig，　Organization　and　Management，　op．
　　cit．，1979，　p．98）0
　2）L。dwig　V。n　Ber・。lanffy，・Pr・bl・m・　・f・Life（N・w　Y・rk・J・h・Wil・y＆S・n・・1・…1952）・P・201・
　　「一般システム理論」という名前とその多くの基本的概念は、Bertalanffyによって明らかにされている。
　　詳しくは、・Th，　Th，。，y・f　O，・n　Sy…m・i・Phy・i・・and　Bi・1・gy・S・i・n・e・13（195°）・23－29と
　　General　System　Theory（New　York：George　Braziller，　Inc．，1968）長野敬・太田邦昌訳『一般システ
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　ム理論』みすず書房、昭和48年を参照のこと。
3）　F．E．　Kast　and　J．　E．　Rosenzweig，“General　Systems　Theory：Application　for　Organization　and
　Management，”Academy　of　Management　lottrnal，15（1972），　pp．447－465．
4）　F．E．　Kast　and　J．　E．　Rosenzweig，　Contingency　Views　Of　Organization　and　Management，　op．　cit，　p．11．
5）　R．G．　Hunt，‘‘Technology　and　Organization”，　in　Contingency　views　of　Organization　and　Manage－
　ment，　eds．　Kast　and　Rosenzweig（Chicago：Science　Research　Associate，　Inc．，1973），　pp．168－178．
6）　F．E．　Kast　and　J．　E．　Rosenzweig，　Ibid，，　p．11．
7）　システム思考については次のものに詳しい。G．　M．　Weinberg，　An　Introdtection　to　General　SJ，stems
　Thinking（New　York：John＆Wiley＆Sons，　Inc．，1975）松田武彦監訳、福田伸爾訳『一般システム
　思考入門』、紀伊国屋書店、昭和54年。
8）　F．E．　Kast　and　J．　E．　Rosenzweig，　Organization　and　Management，　op，　cit．，　p．106．
9）　F・E・Kast　and　J・ERosenzweig，　CoπtingencツViews　of　Organization　andルtanagement，　oP．　cit．，
　pp．13－14，
10）　F．E．　Kast　and　J．　E．　Rosenzweig，　Organization　andルtanagemeηt，　op．　cit．，　pp．110－111，
11）　　Ibid．，　p．115．
V　経営管理論・経営組織論の現状
　Kast＝Rosenzweigが主張するように、コンティソジェンシー理論1）は確かに現在の経営管理論の主
流をなしているように思われる。コンティソジェンシー理論（contingency　theory）という名称は、
Lawrence＝Lorschによって初めて使われたことは周知のごとくである2）。コンティンジェソシー理
論は、組織と環境の関係にその中心的研究を注いでいる。1960年代からの諸研究はまさにこの点を研
究し・急速に発展してきている。Fiedlerは、「リーダーシップの有効性は状況好意性という集団属
性を含むコソティソジェソト変数に依存して決まるものである」というリー女一シップのコソティソ
ジェンシー理論を展開した3）。また、リーダーの意思決定のスタイルとパフォーマンスの関係を意思
決定を特性に関連させた適合の研究4）や期待理論を基礎としたリーダーシップのスタイルとコソティ
ンジェソシー変数の類型化の研究5）があげられる。
　以上の研究は集団レベルでの研究であるが、組織レベルでの研究も多く発表されている。Lawrence＝
Lorschによる、組織の分化と統合のパターンと環境の不確実性に基づいた組織構造の研究6）、　Burns＝
Stalkerの有機的システムと機械的システムと環境との関係の事例研究7）、　Woodwhrdの組織一技術
関係に関するサウス・エセックスの研究8）、組織と規模の関係に注目したPugh，　Hickson，　Hinings
＆Turnerらアストン・グループの研究がそれである9）。さらに、組織と環境・技術との適合関係に
ついての包括的識論をしているThompsonの研究10）も注目に値いするものであろう。
　以上の組織に関する研究は、「もし組織が所与の環境に適合すれば、その組織は高い組織成果をあ
げるであろう」というもので、環境決定論の立場をとるのである。Penningsはこれを「構造的コソ
ティソジェソシー理論」（Structual　Contingency　Theory）11）と呼んでいる。この環箋決定論的立場に
対には批判がある。Miles＝Snowがネオコンティソジェソシー理論と名付けたところの戦略的決定論
（Strategic　Choice）がそれである12）一この立場によれぽ、「組織は環境によってその構造を決められる
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という受動的な立場にあるのではなく、環境に積極的に影響をおよぼすパワーを有しており、環境
を自から創造する（enactment）」というものである。これらの立場を取る人々にJ・Child・Pennings・
Weick，　Negandhi＝Reimannらがいる13）。
　このように、コソティシジェソシー理論においては環境（environment）の扱い方が決定的な役割
を果している．Hti11・h：指摘するごとく14・、初期の・ソテ・〃・j’シー理論（たとえぽ・Law「ence
＝Lorschなど）における環境概念は、組織と環境の区別が不明確で多ったり・取り扱かわれている環
境変数も少なかった。その後の研究によって、環境は、二つに大別されている・それはKastニRosen層
zweigも述べているごとく、二般環境（generar　envifonment）とタスク環境（task　environment）で
ある15）。一般環境は所与の社会におけるすぺての組織に影響を与える環境であり・リスク環境は個々
の組織へ直接的に影響を与える環境のことである。日置弘一郎教授は、このタスク環境をThompson
に従ってさらに、（1）制約環境（con3traints）、（2）偶変環境（contingencies）、（3）可変環境・（variables）
に分けて整理している16）。この区分は表V－1のように表わされる。表のなかの可変環境を考察する
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　表V－1
制約環境
1可酬操作可能性陣・の影響力の方向［一
偶変〃
可変〃
○
×
○
×
△
○
一→　組　織
←一→　　　　〃
Woodward
Astonグループ
LawrenceニLorsch
J．R．　Galbraith，　Lorsごh＝Morse
組糊齢儲瀞aniZati°nal）
　　　　（占部都美編『組織のコンティソジェンシー理論』164△－168ページより作成）白桃書房・昭和54年。
組織間理論（interorganizational　theory）は、組織と組織の間に生ずる取引や支援それに伴う社会的
諸関係についての研究であり、最近の新しい方向であるといえる17）。
　しかし、環境を以上のように分類したとしても、環境の区別は常に明白で多るわけではない。とい
うのは環境は連続的に変イヒしているものであるし、認知、知覚される環境（perceived　environment）
はすべての人にとって同じであるとは限らないのからである18）。
　さらに環境は活動を行なう「場」として把握され、環境を構成する下位システムとしての諸組識の
相互依存状態に基づいて分類することもできる19）。
一このように環境についての二側面にわたρての研究が盛ん．におこなわれ、組織と環境についての関
係が実証研究に基づいて明らかにされてきている。我国においても、コソティソジェンシー理論につ
いて多くの研究激され、野中有㈱β教授らを中心とする統合的bソテ・ソジ・ソシー蝋（繊の
環境適合を考えるにあたって組織構造だけでなく、組織過程や個人属性を含めた組織全体の環境適合
とその適合プロセスのダイナミックス、成員の動機の満足や組織的統合という枠組にする研究）がみ
られる20）。
注1）KastニRosenzweigは、システムズおよびコソティンジェンシー・アプローチ（a　systems　and　contin・
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　　　gency　approach）という言葉を使用している。
　2）　最近コ．ンティソジェンシー理論（contingency　theory）という名称にかえて、　situational　theoryとい
　　　う名称が使われている。たとえば、次のものをみよ。J．　W．　Lorsch，“Making　Behavioral　Science　More
　　　Usefu1，”Harward　Becsiness　Review，57（1979），171－180．　G．　Dessler，　Organization　Theory　・：Integrating
　　　Strtecture　and、Behavior（EnglewoOd　Cliffs，　N．　J．：Prentice」Ha11，　Inc．，1980）．　Luthansはcontingency
　　approachとsituational　approachを区別している。詳しくは、　F．　Luthans，1ntrocltection　to　Manage・
　　ment：AContingency　Approach（New　York：McGraw－Hill．　Inc．，1976），　pp．31－33．参照のこと。
　3）　F．EFiedler，　A　Theory　of　Leadership　Effectiveness（New　York　McGow－Hill，　Inc．，1967）．山田雄
　　一監訳『新しい管理者像の探求』、産業能率短期大学出版部、昭和45年。
4）V．H．　Vroom　and　P．　W．　Yetton，　Leadership　and　Decision　Making（Pittsburgh：University　of
　　Pittshurgh　Press，1973）．
　5）　RJ．　House　and　T．　T．　Mitche11，“Path・Goal　Theory　of　Leadership，”ノburnal（ゾContemPorary
　　BUSt’ness，3　（1974），81－97．
6）P，R．　Lawrence　and　J．　W．　Lorsch，　Organization　and　Environment　：Managing　1）ifferentiation　and
　　Integration（Boston：Harvard　Bus三ness　Schoo1，　Division　of　Research，1967）．吉田博訳『組織の条件
　　適用理論』、産業能率短期大学出版部、喀和52年。
7）T．Burns　and　G．　M．　Stalker，　The　Management　of　lnnovation（London：Tavistock，　Publications，　Ltd．，
　　1961）．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1
8）J・W°°dw・・d・　lnd・・st・i・1°rgani・a・i・n’　Behavior　and　C・n・r・1（L・nd・P…f・・d　U・iversity，　Press・
　　1970）．都築栄、宮城浩祐、風間禎三郎訳『技術と組織行動』、日本能率協会、昭和46年。
　9）　D．S．　Pugh，　D．　J．　Hickson，　C．　R．　Hinings　and　C．　Turner，“Dimensions　of　Organizational　Structure，tt
　　Administrative　Science　Quarterly，13（1968），65－105：D．　S．　Pugh，　D．　J．　Hickson，　C．　R．　Hiriifigs　and
　　C．Turner，‘‘The　Context　of　Organization　Structure，’，　Administrativ’　e　Scienc2　Quartbrly，14（1969），
　　　　　　　　　　　　　　　　，　　91－114．
10）J．D，　Thompson，　Organizations　in　Action（New　York：McGraw－Hil1，　Inc．，1967）．
11）工M，Pennings，“The　Relevance　of　the　Structural－Contingency　Model　for　Organizational　Effec．
　　tiveness，，，　Administrative　Science　Quarterlソ，20（1975），393－410．
12）R．　E．　Miles　and　C．　C，　Snow，　Organizational　Strategy，　Strtecture　and　Process（New　York：McGraw－
　　Hill，　Inc．，1978），　pp．．260－263．
13）　これらのコソティソジェソシー理論については、占部都美編『組織のコンティンジェンシー理論』、白
　　桃書房、昭和54年に詳しいので参照されたい。
14）　R．H．　Hal1，　Book　Review　to　Organization　and　Environ：hent　by　Lawrence　and　Lorsch，”Admin－
　　istrative　Science　Quarterly，13　（1968），　185．
15）　Kast＝RosenzweigはR．　H．　Ha11，0rganizatioπs　：Structure　and　Pracess（Englewood　Cliffs，　N．　J．：
　　Prentice－Hall，　Inc．，1972），　pp．297－324，とR．　N．　Osborn　and　J．　G．　Hunt，“Environment　and　Organiza・
　　tion　Effectiveness，”Administrative　Science　Quarterl），，19（1974），231－246．から、環境を社会（一般）
　　環境とタスク（特定）環境として叙述している　（F．E．　Kast　and　J．　E．　Rosenzweig，　Organization　and
　　Managemeπt，　op．　cit．，　pp．130－135）．
16）　日置弘一郎『組織デザイン論と組織のコソティソジェンシー理論』（占部都美編『組織のコンティンジ
　　ェソシー理論』、白桃書房、昭和54年）164－171ページ。
17）W・・M・　Evan，“Th・0・ganizati・・－S・｛・T・w・・d’・Th…y・f　I・t・…g・ni・ati。n。1　R，1。ti。n，，・i。
　　Approach　to　Organi2ational　l）esign，　ed．　J．　D．　Thompson．（Pittsburgh：University　of　Pittsburgh
　　Press，1966）．
18）　F．E．　Kast　and　J．　E．　Rosenzweig，　Organization　and　Managemeπt，　op．　cit．，　pp．132－136．
一　124一
19）　この分類によれば、環境は次のように分けられる。（1）、静態的・散在的（Placid－Randomized）環境、
　（2）、静態的、偏在的（Placid－Clustered）環境、（3）、動態的・競争的（Disturbed－Reactive）環境、（4）、
　激動的（turbulent）環境、である。詳しくは占部都美編、前掲書188－192ページを参照されたい。
20）　野中郁次郎、加護野忠男、小松陽一、奥村昭博、坂下昭宣『組織現象の理論と測定』、千倉書房、昭和53年。
Vl結
　これまで、Kast＝Rosenzweigの所論を中心として論を進め、経営管理論、組織論の現状を概観し
てきた。そこで明らかになったことは、確かにコソティンジェソシー理論すなわちコンティソジェソ
シー的視点が、複雑な状況の診断（d三agnosis）をより容易にし、適切な管理活動の可能性を増大させ
ているということであり、またこれまでの理論に比べより具体的で、特定の特徴や各サブシステム間
の相互依存関係をより強調している点である。
　LawrenceニLorsch1），　Luthans2），　KastニRosezweigの言うように、コソティンジェソシー理論が、
伝統的理論、人間関係論、近代組織論という過去の理論の否定の上に成立した理論と異なり、それぞ
れの理論を特定の状況においては有効であるとするより包括的な立場にたつものであるならば、第一
にコソティンジェソシー理論は、Koontzの指摘する経営管理論の「意味論のジャソグル」をインタ
ーディシイプリナリー（interdisciplinary）な立場をとることによって、のりこえようとしている。じ
じつ前節の経営管理論の現状で述べたように、実証研究に基づいた多数の研究によって、組織論、管
理論の複雑なメカニズムが少しずつ解明されてきている。
　つぎに第二にコソティソジェソシー理論は、実証研究という方法を特徴としているのである。さら
に第三に、Kast＝Rosenzweigが強調しているごとく、それはシステムズ・アプローチを基盤にして
いる。インプヅト→変換→アウトプットというシステム観に基づくオープソ・システムを採用してい
るという点に注目すれぽ、初期のコンティソジェンシー理論に向けられた静態論的、規範論的である
という批判はあたっていないように思われる。しかし、実際の研究においてはある適合状態からある
適合状態への移行が必ずしも明確に示されていないがゆえに、この点は今後コンティンジェソシー理
論に課せられた課題であろう。
　以上のように、コソティソジェンシー理論を中心として経営管理論の動向を検討してきたが、今後
も、実証研究に基づいた中範囲理論の構築に向う傾向がつづくであろう。これらの研究によって、経
営管理・組織の多くの側面がより明白なものとして解明されるということは、十分期待されるところ
である。
　しかし、このコソティソジェソシー理論が果してKastニRosenzweigが主張しているように、今後
の経営管理論の中心内容をなすかどうか、というコンティソジェソシー理論の評価にかかわる問題は
なお残されている。
注1）Lawrence　and　Lorsch，　Organization　and　Environment，　op．　cit．，　pp．185－210．邦訳223－256ページ。
　2）　Luthans，　Introdttction　to　Management．　oP．　cit．，　PP・3－26・
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